
奨学金政策の現状と課題について

文部科学省 高等教育局

学生・留学生課



意欲と能力のある学生等が、経済的理由により進学等を断念することが

ないよう、安心して学ぶことができる環境を整備することが重要。このため、

①無利子奨学金の貸与人員の増員や、

②「所得連動返還型奨学金制度」の導入に向けた対応の加速

など、大学等奨学金事業の充実を図る。

（独）日本学生支援機構 大学等奨学金事業の充実

平成28年度予算 貸与人員 ： 131万8千人

事業費総額： 1兆908億円

〔他に被災学生等分5千人・36億円〕

○「有利子から無利子へ」の流れの加速（無利子奨学金の拡充）

• 貸与基準を満たす希望者全員への貸与の実現を目指し、無利子奨

学金の貸与人員を増員し、奨学金の「有利子から無利子へ」の流れ

を加速。

＜貸与人員＞ 無利子奨学金 47万4千人（1万4千人増※）

※うち新規貸与者の増員分6千人
〔この他被災学生等分5千人〕

（有利子奨学金 84万4千人（3万3千人減））

○「所得連動返還型奨学金制度」の導入に向けた対応の加速

• 奨学金の返還の負担を軽減し、返還者の状況に応じてきめ細やか

に対応するため、所得の捕捉が容易となる社会保障・税番号制度

（マイナンバー制度）の導入を前提に、返還月額が卒業後の所得に

連動する、「所得連動返還型奨学金制度」の導入に向けて、詳細な

制度設計を進めるとともにシステムの開発・改修に着手する等の対

応を加速。

＜システム開発・改修費＞ 5億円

※平成27年度補正予算 23億円を計上

＜平成２８年度予算＞ 区分 無利子奨学金 有利子奨学金

貸与人員 ４７万４千人(１万４千人増）
〔他被災学生等分５千人〕

８４万４千人
(３万３千人減）

事業費 ３，２２２億円（９８億円増）
〔他被災学生等分３６億円〕

７，６８６億円
（２８０億円減）

うち
一般会計
復興特会
財政融資資金

政府貸付金

一般会計：８８０億円
復興特会： ２８億円

財政融資資金

７，９４４億円

貸与月額
学生が選択

（私立大学自宅通学の場合）

３万円、５．４万円

学生が選択
（大学等の場合）

３、５、８、１０、１２万円

貸与
基準

２８年度
採用者

学
力

・高校成績が３．５以上(１年生)
・大学成績が学部内において
上位１／３以内(２年生以上)

①平均以上の成績の学生
②特定の分野において特に
優秀な能力を有すると認め
られる学生
③学修意欲のある学生

家
計

家計基準は家族構成等により異なる。（子供１人～３人世帯の場合）

一定年収(660万円～1,270万円)
以下
※貸与基準を満たす年収３００万円
以下の世帯の学生等は全員採用

一定年収(840万円～1,650万円)
以下

返還方法

卒業後２０年以内

＜所得連動返還型＞
卒業後一定の収入（年収３００万円）
を得るまでは返還期限を猶予

卒業後２０年以内
（元利均等返還）

返還利率 無 利 子

上限３％（在学中は無利子）
学生が選択

（平成28年3月貸与終了者）

利率見直し方式
(5年毎)

０．１０％

利率固定方式

０．１６％1
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無利子貸与人員 有利子貸与人員

有利子貸与人員（実績） 貸与人員合計

（注1）貸与人員及び事業費の計は四捨五入の関係で一致しない場合がある。
（注2）平成24年度以降の無利子奨学金には東日本大震災復興特別会計分を含む。

（単位：万人）（単位：億円）

（独）日本学生支援機構 大学等奨学金事業の推移（当初予算）
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新たな所得連動返還型奨学金制度の創設について（第一次まとめ）（概要）

（１）対象とする学校種
高等専門学校、大学、短期大学、専修学校専門課程、大学院

（２）奨学金の種類
無利子奨学金から先行的に導入（有利子奨学金については、無利子

奨学金の運用状況を見つつ、将来的に導入を検討）

（３）奨学金申請時の家計支持者の所得要件
申請時の家計支持者の所得要件は設けず、全員に適用可能とする

（４）貸与開始年度
平成２９年度新規貸与者から適用

（５）所得に応じた返還額の設定及び返還を開始する所得額
所得が一定額となるまでは所得額にかかわらず定額（２．０００円）を返

還し、一定額を超えた場合には所得に応じた返還額とする。ただし、返
還が困難な場合は返還猶予を可能とする。

（６）最低返還月額
２，０００円

（７）返還猶予の申請可能所得及び年数
申請可能所得は年収３００万円以下、申請可能年数は通算１０年（災

害・傷病・生活保護受給中等の場合は、その事由が続いている間は無
制限）。また、奨学金申請時に家計支持者の年収が３００万円以下の者
については、申請可能年数を期間制限なし。

（８）返還率
９％

（９）返還期間
返還完了まで又は本人が死亡又は障害等により返還不能となるまで

（10）所得の算出方法
課税対象所得＝給与等収入－所得控除

（11）返還者が被扶養者になった場合の収入の考え方
返還者が被扶養者になった場合には、扶養者のマイナンバーの提出

を求め、提出がありかつ返還者と扶養者の収入の合計が一定額を超
えない場合のみ、新所得連動返還型による返還を認めることとする

（12）保証制度
原則として機関保証

（13）返還方式について
新所得連動返還型及び定額返還型のいずれの返還方式とするか、

貸与申込時に学生が選択し、貸与終了時まで変更可能とする

（１）新所得連動型制度について
①貸与総額の上限設定
②貸与年齢の制限
③学生等への周知方法・内容
④海外居住者の所得の把握・返還方法
⑤有利子奨学金への導入に係る検討
⑥デフレ・インフレ等の経済情勢の変化に伴う詳細設計の見直し
⑦既に返還を開始している者等への適用

（２）奨学金制度全般について
①割賦月額及び返還期間の検討
②返還金回収における徴収方法
③返還期間における一定期間経過後の返還免除制度
④授業料減免、給付型奨学金及び予約型返還免除に関する検討
⑤民間奨学金事業実施団体との連携及び返還終了者等による事業

貢献の促進（高所得者から低所得者への所得再分配の仕組み等）

新たな所得連動返還型奨学金制度の設計

今後検討すべき事項

奨学金を受給する割合の増加（H１４：３１．２％→H２４：５２．５％）
奨学金返還者（無利子）の約４割が年収３００万円以下
イギリス、オーストラリア、アメリカ等で所得連動返還型奨学金制度が導入

背景・現状 新制度の考え方・改善の方向性

奨学金の返還の負担及び不安を極力取り除くことが重要
特に低所得者層について、現行よりも負担が軽減がされることが必要
奨学金制度全体の安定的運用のため、返還額の確保が必要
収入の増加を抑えて返還を免れるモラルハザードが生じない制度

マイナンバー制度の導入により所得に応じた返還額の設定が可能となる環境が整備
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の返還期間：17年

（15年＋

返還猶予2年）】
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15.5年で返還完了
（返還猶予2年含む）

新制度における返還イメージ

9％

現行制度

新制度

14,400円

○新所得連動返還型

○定額返還型返還月額
【円】

年収
（所得）【万円】

返還月額
【円】

無利子奨学金から先行的に導入
有利子奨学金については、無利子奨学金の運用状況を
見つつ、将来的に導入を検討

年収
（所得）【万円】

2,000最低
返還月額

年収
（所得）【万円】

返還月額
【円】

返還のモデルケースとして、無利子奨学金の私立自
宅生の貸与額（貸与総額259.2万円、貸与月額5.4万
円、貸与期間48月）を設定

初任給281万円、毎
年度平均17.9万円
ベースアップの場合

最終返還月額
22,100円

※ 奨学金の申込み時に、家計支持者（保護者等）の
年収が300万円以下の場合は、返還猶予の期間制限なし

【現行の所得連動返還型無利子奨学金制度による措置】
→ 新制度においても引き続き適用

学生は、貸与開始時に返還方法を
選択し、貸与終了時まで変更可能

本人の年収が300万円
以下の場合、申請により

返還猶予が可能
（通算10年 ※）

本人の年収が300万円
以下の場合、申請により

返還猶予が可能
（通算10年 ※）

本人の年収が300万円
以下の場合、申請により

返還猶予が可能
（通算10年 ※）

144
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（平成23年1月導入）

○経済的理由により返還困難となっている者のうち、当初の割賦金額を

減額すれば返還可能となる者について、一定の要件（収入金額325万

円以下など）を満たすことで、一定期間、当初割賦金額を２分の１に

減額し、返還期間を延長することにより、返還者の負担軽減とともに、

返還金の回収促進と延滞の抑制を図る。（平成26年度：16,017件を承認）

○在学猶予（平成26年度：152,879件を承認）

大学、大学院等に在学中（外国の学校も含む）は、在学届等の提出に
よって返還期限を猶予される。

○一般猶予（平成26年度：137,561件を承認）

右表の事由に該当し返還が困難な場合は、願い出により返還期限を
猶予される。返還期限猶予の事由及び猶予の期間等は右表のとおりである。

○死亡又は精神若しくは身体の障害による返還免除

・奨学生が死亡又は心身の障害により、返還不能になったときは返還未済額の全部又は一部を願い出によって免除する。（無利子・有利子の
全奨学生対象） （平成26年度免除実績：1,579件（25億円））

○特に優れた業績による返還免除 （平成16年4月以降の採用者より適用）

・大学院において無利子貸与を受けた学生で、在学中に特に優れた業績を挙げた者として機構が認定したものには、貸与期間終了時において、
全部又は一部の返還を免除する。 （平成26年度免除実績：9,472件（126億円） ）

・大学院博士課程に進学し、奨学生として採用される段階で、返還免除者を内定できる制度を導入。（平成27年度）

20年間

25年間

○通常返還
　（返還期限２０年の場合）

○減額返還制度適用
　（最長１０年間）

通常返還（２０年間：２４０回　返還：２万円/月）

通常返還
１５年間：１８０回
返還：２万円/月

減額期間
１０年間：１２０回
返還：１万円/月

通常返還の５年間相当

５年間 １５年間

１０年間
１５年間

○減額返還制度適用
（通算最長１０年間）

猶予の事由 猶予の期間

災害 ※1 その事由が続いている期間中、１年ご
とに願い出る。

※1 災害は、原則として災害の発生か
ら５年以内に限る。

病気中

生活保護

入学準備 ※2 その事由が続いている期間中、１年毎
に願い出る。通算して１０年が限度。

※2 卒業後１年以内に限る。
経済困難（年収300万円以
下、給与所得者以外は200
万円以下）・失業中等

【参考】返還期限猶予の承認事由（平成26年度）
●経済困難・失業中等：87.4％ ●病気中： 6.8％ ●生活保護： 2.5％ など

減額返還制度

返還期限猶予制度

返還免除制度

返還困難者への救済措置について
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世代を超えて拡大する構造的課題の克服に向けて

○世代を超えて拡大する構造的課題である「貧困の連鎖」と「少子化」を克服することが必要
○そのためには、①教育費負担の軽減と②学力保障のための教育の充実が必要不可欠

家庭の経済状況が子供の「学力」や「進学」に影響 教育費負担は少子化の要因の一つ

◆子育てにかかる経済的な負担として
大きいと思われるもの (上位７つ)

出典：国立社会保障・人口問題研究所
「第14回出生動向基本調査 結婚と出産に関する全国調査（2010）

◆理想の子供数を持たない理由 (上位5つ)

（％）

出典：内閣府「子ども・子育てビジョンに係る点検・評価のための
指標調査報告書」（平成25年）

（％）

◆世帯年収と学力の関係

出典：平成25年度全国学力・学習状況調査（きめ細かい調査）の
結果を活用した学力に影響を与える要因分析に関する調査研究より抜粋

◆高校卒業後の予定進路

出典：東京大学大学院教育学研究科大学経営・政策研究センター
「高校生の進路追跡調査第1次報告書」（2007）

（％）
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30.1
15.7 5.6

400万円以下 400～600万円 600～800万円 800～1000万円 1000万円超

世帯の年収により子供の進学先にも影響
世帯年収が高いほど学力が高い傾向

◆子供の貧困の社会的損失推計

◆学歴別生涯賃金（男性）の比較(2013年)
大卒と高卒の労働者とでは生涯賃金が約7,000万円異なる

出典：独立行政法人労働政策研究・研修機構「ユースフル労働統計2015
－労働統計加工指標集－」
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1.2
4.5 3.9

1982 1987 1992 1997 2002 2007

◆学歴別フリーター率（男性）
学歴により正規雇用率に格差

（％）

出典：労働政策研究・研修機構『若年者の就業状況・キャリア・職業能力
開発の現状－平成19年版「就業構造基本調査」特別集計より－』(2009)

→
→
→

改善シナリオによって

所得額 約2.9兆円増
税・社会保障の純負担
(政府等の収入） 約1.1兆円増

99.6％
1.3％
54.9％

改善シナリオ
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大学・大学院卒

４年制大学進学

就職など

中卒

高卒
大卒・大学院卒

約18万人（生活保護世帯、児童養護施設、ひとり親家庭の15歳の子供）

・高校進学率
・高校中退率（1年あたり）
・大学進学率

90.8％
5.3％
32.9％

現状＜生活保護世帯＞
（非貧困世帯並み）
（ 〃 ）
（※）

60歳まで

61歳以上退職金

（※）米国の研究結果等を基に、22％上昇と仮定
出典：日本財団及び三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング「子供の貧困の社会的損失推計レポート」（２０１５）

（百万円）
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高年齢で生むのは

いやだ

欲しいけれどもできない

健康上の理由

これ以上、育児の心理的、

肉体的負担に耐えられない

55.6

47.0

39.1

38.0

32.3

29.0

26.2

学校教育費

（大学・短大・専門学校など）

学習塾など学校以外の教育費

保育所・幼稚園・認定こども園

にかかる費用

学校教育費

（小学校・中学校・高等学校）

食費

学習塾以外の習い事の費用

衣服費

（１学年当たり）

一億総活躍国民会議（平成28年3月25日）
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9 8 8 8 9 9 10 11 12 13 13 13 13 13 14 15 15 15 15 

68 70 70 75 81 89 96 104 
113 121 124 128 129 131 135 140 142 140 137 

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 年度

準要保護児童生徒数

要保護児童生徒数

幼児教育無償化の段階的推進・給付的奨学金創設等による教育費負担の軽減

経済的援助を受ける家庭の児童生徒数が急速に増加
16人に１人（H7) → ６人に１人（H25) 幼児期から高等教育段階まで

切れ目のない教育費負担の軽減
◆要保護児童生徒数と準要保護児童生徒数の推移

出典：文部科学省「平成25年度就学援助実施状況等調査」
」

（幼児期）
○幼児教育無償化の段階的推進

（義務教育段階）
○義務教育段階の就学援助の充実
・家計急変時の補助制度の創設 等

（高校段階）
○高校生等への修学支援の充実

（高等教育段階）
○大学等奨学金事業の充実
・有利子から無利子へ
・新所得連動返還型奨学金制度の導入
・低所得世帯の学生等に対する奨学金
の一部返還免除などによる給付的な
奨学金の創設

○各大学等での授業料減免の充実
全
体

親

家
庭

生
活
保
護

世
帯

児
童
養
護

施
設

◆家庭状況別大学等進学率

出典：文部科学省「平成26年度学校基本調査」
平成23年度全国母子世帯等調査
平成25年4月1日現在 厚生労働省調べ
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年収（万円）

◆世帯年収別学生の収入状況

奨学金貸与額

家庭からの給付額

平均貸与年額 395千円

※大学昼間部の学生生活費
出典：日本学生支援機構 平成２４年度学生生活調査

親の貧困など、困難を抱えた家庭ほ
ど大学等進学率が低い

低所得世帯ほど奨学金貸与額が大きく、
多くの債務を抱えて卒業している

（千円）

家
庭
の
経
済
事
情
に
左
右
さ
れ
る
こ
と
な
く
、
誰
も
が

希
望
す
る
質
の
高
い
教
育
を
受
け
ら
れ
る
社
会
の
実
現

73.0%

41.6%
32.9%

22.6%

（万人）

ひ
と
り

５倍の貸与額

一億総活躍国民会議（平成28年3月25日）
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